
1.    引当金の計上基準その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針

(1)  引当金の計上基準

徴収不能引当金

貸付金等の債権の徴収不能に備えるため、徴収不能実績率等で見積もった徴収不能見込額を計上している。

退職給与引当金

前期末残高 円に今年度増加見込額の1/2を加えた金額を計上している。

年金引当金

将来の年金支給に備えるため所要額を計上している。

(2)  その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的有価証券は償却原価法、その他の有価証券は移動平均法に基づく原価法である。

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

預り金その他経過項目に係る収入と支出は相殺して表示している。

2.    重要な会計方針の変更等

(1)  改正後の学校法人会計基準（昭和46年文部省令第18号）の適用

　当年度から、学校法人会計基準の一部を改正する省令（令和6年文部科学省令第28号）に基づく改正後

の学校法人会計基準を適用し、計算書類及びその附属明細書の様式を変更している。

3.    固定資産の減価償却額の累計額の合計額 円

4.    金銭債権の徴収不能引当金の合計額 円

5.    担保に供されている資産の種類及び額

6.    下半期以降において基本金への組入れを行うこととなる金額 ： 円

7.    当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

8.    セグメント情報 年度決算にて表示する。

9.    重要な偶発債務 年度決算にて表示する。

10.   子法人に関する事項

(1)  子法人の概要

円

学校法人
日本学園

教育研究
事業

　- 　- 　- 兼任16人

株式会社
明大サポート

保険代理
業・人材
派遣業・
駐車場運
営・旅行
業・コンビ
ニエンス
ストア管
理運営
業・業務
受託・各
種斡旋業
等

1997年11月14日
　9,950,000円

199株
2001年8月27日

　2,000,000円
40株

2001年12月5日
　2,900,000円

58株
2002年3月26日
　14,850,000円

297株
2002年12月4日
　44,550,000円

891株
総出資金額に占め

る割合
74.25％

74.25% 兼任2人 関係
あり

学校法人
中野学園

100,000,000

教育研究
事業

　- 　- 　- 兼任13人

注 記 事 項

子法人の名
称 関連

当事者

学校法
人間の
取引

他の注記事項
との関係

出資
会社

役員の兼任等
議決権の
所有割合

事業内容 資本金の額

学校法人の出資
金額等及び当該
会社の総株式等
に占める割合並
びに当該株式等
の入手日

55,407,866

17,462,505,278

667,667,462

なし

111,628,718,057



(2)  学校法人と子法人の取引の関連図

(3) 子法人との取引の状況

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

当該会社への出資金額等 円

円

(4) 子法人の債務に係る保証債務

　 学校法人は子法人の債務保証を行っていない。

11.   学校法人の出資による会社に係る事項

当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

(1)  当該会社の概要

(2)  当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当金及び寄付の金額並びにその他の取引の額

12.    関連当事者との取引の内容に関する事項 年度決算にて表示する。

13.    学校法人間の財務取引 なし

14.    重要な後発事象 年度決算にて表示する。

15.    その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（1） 有価証券の時価情報

①総括表
（単位　円）

委託手数料他

施設設備利用料他

―

―

―

未収入金

―

―

―

―

―

0

0

貸付金利息 282,021

教育研究に関する連携 学校法人
日本学園

学校法人
明治大学

学校法人
中野学園

教育研究に関する連携

当該会社への貸付金 — 貸付金 37,500,000

 * 固定資産税および水道光熱費について 7,200,000円 を減免している。

省略 省略 省略
関係
あり

株式会社
明大サポート

当該会社への支払額

0 未払金

— — 74,250,000

配当金 0

特別寄付金

当該会社からの受入額

法人の名称 取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高

人材派遣・清掃・警備業務等の委託 株式会社
明大サポート

当年度（２０２５年９月３０日）

学校法人の出資金額等及び当該会社の総株
式等に占める割合並びに当該株式等の入手日

資本金の額

株式会社
明大サポート

省略
株式会社
明大サポート

(△ 1,612,428,043)

時価のない有価証券 * 2,624,250,213 

有価証券合計 75,435,205,296 

 * 合同運用指定金銭信託 25億円を含む

72,810,955,083 71,550,647,156 △ 1,260,307,927 

(5,430,000)

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

(60,075,332,943) (58,462,904,900)

法人の名称 期末残高勘定科目取引金額取引の内容

法人名称 事業内容
関連

当事者
子法人

他の注記事
項との関係

14,897,672,256 362,050,116 

（うち満期保有目的の債券） (57,375,332,943) (55,757,474,900) (△ 1,617,858,043)

合  　　　計

当年度（２０２５年９月３０日）

貸借対照表計上額 時　価 差　額

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

14,535,622,140 

（うち満期保有目的の債券）

58,275,332,943 56,652,974,900 △ 1,622,358,043 

（うち満期保有目的の債券） (2,700,000,000) (2,705,430,000)



②明細表
（単位　円）

（2） デリバティブ取引

注記対象となる取引はない。なお、為替・金利の変動によるリスク回避を目的としたデリバティブが組み込ま

れている仕組債は（１）に含めている。

（3） 大学年金制度

　大学と教職員の拠出による独自の年金制度がある。当制度は、年間の年金給付額を教職員の掛金額と

法人負担の拠出額により手当てする方式である。年金制度は永続性を担保するため、５年ごとに教職員掛金、

法人の拠出負担金、給付金、資産の運用等総合的に見直しを行っている。

　なお、 現在、 責任準備金は 円、 年金資産は 円、

不足責任準備金は 円である。

　また、年金制度の安定的および永続的な提供を目的として、2025年度以降の新規入職者及び上記年金制度

未加入の専任教職員を対象とした確定拠出年金制度が2025年度より導入されている。

債 券 60,975,332,943 59,358,404,900 △ 1,616,928,043

貸借対照表計上額 時　価 差　額

2025年3月31日 39,992,363,014 18,752,290,177

金 銭 信 託 11,832,871,140 12,182,366,256 349,495,116

 * 合同運用指定金銭信託 25億円を含む

そ の 他 0 0 0

合  　　　計 72,810,955,083 71,550,647,156

2,624,250,213

有価証券合計

△ 1,260,307,927

時価のない有価証券 
*

7,125,000

投 資 信 託 0 0 0

貸 付 信 託 0 0 0

75,435,205,296

4,245,320,037

種　類
当年度（２０２５年９月３０日）

株 式 2,751,000 9,876,000


